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平成 31年度庄原市当初予算の概要 

１．予算編成の基本方針 

 

平成 31 年度当初予算は、災害からの復旧・復興を最優先事業と位置づけた予算

編成を行った。 

昨年７月に発生した豪雨は、家屋や生活インフラ、農地・農業用施設の損壊など

本市に未曾有の被害をもたらし、災害復旧事業に係る概算事業費は、現時点で約

111 億円を見込み、一日も早く市民の皆さんの安全・安心な暮らしを取り戻すため

「豪雨災害からの復旧・復興」に重点的に取り組むこととし、普通建設事業の調整

を行う中で、災害復旧事業に係る平成 30 年度の最終予算額を約 79 億円と見込み、

当初予算としては、合併後最大となる約 30 億円を予算計上した。 

また、本市の最重要課題である人口減少への対応をはじめ、少子高齢化の進行、

基幹産業の衰退など、中山間地域を取り巻く課題が年々深刻化する中、「庄原いちば

んづくり」を中心とした諸施策を着実に反映し、市民の英知を結集したオール庄原

体制により、山積する課題の克服に取り組み、庄原で暮らしてよかったと実感して

もらえる次世代に繋がる予算の編成に努めたところである。 

 

歳入では、自主財源の根幹をなす市税については、法人市民税において、企業の

設備投資などによる減益を見込み、減額としているが、固定資産税では、家屋の新

築による微増を見込んでおり、市税全体では、ほぼ前年度並みを見込んでいる。 

また、普通交付税では、昨年 12 月に国が公表した地方財政対策の概要において、

対前年度比で 1.1％の増額となっているが、合併算定替の段階的縮減等の影響を考

慮し約２億円の減額と見込んだ。 

地方譲与税では、市町村が取り組む森林経営管理制度事業などへの財源として、

新たに「森林環境譲与税」が創設され、また、10 月の消費税率の引き上げにあわせ、

自動車取得税が廃止され、環境性能割交付金が新設されることから、それぞれの見

込額を計上している。 

その他の特定財源についても、引き続き、財政上有利な「過疎対策事業債」や「合

併特例債」などに加え、「地域振興基金」の活用などにより財源確保に努めた。 

 

歳出では、平成 31 年度の最優先事業と位置づける災害復旧事業について、公共

土木施設災害復旧事業に 22.4 億円、農林水産施設災害復旧事業に 7.5 億円など、

事業費全体で約 30 億円を計上し、組織体制の強化を図り、復旧・復興に向け全力

で取り組んでいくこととしている。 

 

また、「第２期持続可能な財政運営プラン」の実施により歳入確保及び歳出削減に

努めたが、歳入歳出の収支均衡を図るため財政調整基金の一部取り崩しを見込んだ

予算編成とした。 
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２．本市を取り巻く状況 

 
 

１月の月例経済報告によれば、我が国の経済の基調判断は、「景気は、緩やかに

回復している。先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政

策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、通商問題の

動向が世界経済に与える影響や、中国経済の先行きなど海外経済の不確実性、金

融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。」と掲げられている。 

こうした状況において政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」を着

実に実行することとし、さらに全ての世代が安心でき、活躍できる、「全世代型社

会保障制度」を実現するため、労働制度をはじめ制度全般の改革を進めるとして

いる。 

また、10 月に予定されている消費税率の引上げを控え、経済財政運営に万全

を期すとしており、好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる

改善等につなげ、地域や中小・小規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大

を実現するとしている。 

 

 

 

 総務省は、平成 31 年度の地方全体の歳入歳出総額（通常収支分）を平成 30

年度比 2.7％増の 89 兆 2,500 億円と見込み、地方が人づくり革命の実現や地方

創生の推進、防災・減災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことが

できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、平成 30 年度を 0.6 兆円上

回る額を確保している。主な内訳は、地方税 40 兆 1,633 億円（＋1.9％）、地

方交付税 16 兆 1,809 億円（＋1.1％）、臨時財政対策債 3 兆 2,568 億円（▲

18.3％）などで、一般財源総額は、62 兆 7,072 億円（＋1.0％）となっている。 

 また、平成 31 年 10 月から実施する幼児教育の無償化に係る地方負担分、

さらには、消費税率引上げに伴う需要の平準化のための自動車税環境性能割の臨

時的軽減による減収について、それぞれ地方特例交付金により全額補塡するとし

ている。 

 地方財政計画の一般行政経費に計上している重点課題対応分については、森林

環境譲与税を財源として実施する森林整備等の経費を新たに計上し、増額してい

る。また、「まち・ひと・しごと創生事業費」については、平成 31 年度において

も引き続き１兆円を確保するとしており、社会保障・税一体改革による社会保障

の充実分及び人づくり革命等に係る所要額を計上するとしている。

(１) 経済状況と政府の動向 

(２) 平成 31年度地方財政対策の概要 
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３．本市の予算規模 
  

 一般会計の予算規模は、302 億５,496 万円（前年度対比 1.3％、3 億 9,166 万円増）

で、４年ぶりに増額となった。また、特別会計は、１３会計の総額で１30 億 81 万円（前

年度対比▲0.9％、1 億 1,427 万円減）となった。 

 水道事業会計と病院事業会計の公営企業会計は、３３億5,950万円（前年度対比▲4.2％、

1 億 4,550 万円減）となった。 

 この結果、一般会計、特別会計及び公営企業会計に比和財産区特別会計の 380 万円を合

わせた市全体の予算規模は、４66 億 1,908 万円（前年度対比 0.3％、1 億 3,298 万円増）

となった。 

（単位：億円） 

会  計 ３１年度① ３０年度② 比較①－② 伸率（％） 

一 般 会 計 ３０２.５ ２９８.６ ３.９ １.３ 

特 別 会 計 １３０.０ １３１.２ ▲１.２ ▲０.９ 

水 道事業会計 １８.６ ２１.０ ▲２.４ ▲１１.４ 

病 院事業会計 １５.０ １４.０ １.０ ６.６ 

比 和 財 産 区 ０.１ ０.１ ０.０ ４０.４ 

合計 ４６６.２ ４６４.９ １.３ ０.３ 

 ※合計、伸率は、千円単位で計算した数値です。 
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４．一般会計予算の概要 

 

（１） 歳入 
◎市税 ３７億７,１02 万円【前年度対比 0.0％、47 万円減】 

自主財源の柱となる市税収入は、個人市民税では、給与所得の増が見込まれるため微増を

見込んでいる。法人市民税は、企業の設備投資により減額を見込んでいる。個人、法人を合

わせた市民税全体では、１５億2,216万円（前年度比▲０.7％、１,036万円減）となって

いる。 

固定資産税では、評価替えの影響が小幅な下げ幅であったことや、家屋の新築などを考慮

し微増を見込んだ。固定資産税全体では、１８億８,975万円（前年度対比0.４％、805万

円増）を見込んでいる。 

軽自動車税では、平成31年10月からの消費税率引き上げにともない、自動車取得税が廃

止され、新たに自動車税環境性能割が導入されることを反映し1億4,064万円（前年度対比

2.0％、273万円増）を見込み、市たばこ税は、喫煙者、販売数量とも減少傾向にあり、

２億２61万円（前年度対比▲0.1％、16万円減）を見込んでいる。 

 

◎地方譲与税 4 億 7,523 万円【前年度対比 13.4％、5,608 万円増】 

地方譲与税全体では、４億 7,523 万円を見込んでいる。その内訳は、自動車重量譲与税は、

３億 770 万円（前年度対比 2.4％、717 万円増）、地方揮発油譲与税は、１億１,651 万円（前

年度対比▲１.8％、212 万円減）、また森林環境譲与税が新設され、5,10２万円を見込んでい

る。 

  

◎地方消費税交付金 6 億 9,561 万円【前年度対比▲2.6％、1,881 万円減】 

 地方消費税交付金については、平成 31 年 10 月から消費税率の引き上げにあわせ地方消費

税も増加するものの、実際の交付については次年度以降本格化することから、減額を見込み 6

億 9,561 万円としている。なお、消費税率の引上げによる増収分については、「社会保障施策

に要する経費」に充てることとする。 

 

◎自動車取得税交付金 8,850 万円【前年度対比▲37.9％、5,393 万円減】 

 自動車取得税交付金は、平成 31 年 10 月からの消費税率引き上げにあわせ自動車取得税が廃

止されることから、前年度と対比し大幅な減額となる 8,850 万円を計上している。 

 

◎環境性能割交付金 2,907 万円【前年度対比 皆増、2,907 万円増】 

 平成 31 年 10 月からの消費税率引き上げにあわせ自動車取得税が廃止されことから、10 月

から新たに自動車税環境性能割が導入され、普通自動車分が交付金として県から交付され、

2,907 万円を計上している。 

 

◎地方特例交付金 8,618 万円【前年度対比 763.3％、7,620 万円増】 

 平成 31 年 10 月からの消費税率引き上げにともなう需要の平準化を図るために実施される、

自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収等への対応として、また、

幼児教育の無償化に係る財源として、新たに子ども・子育て支援臨時交付金が新設されたことに

より、8,618 万円を計上している。 
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◎配当割交付金等 5,063 万円【前年度対比▲2.0％、104 万円減】 

配当割交付金は、１,702 万円（前年度対比 12.3％、187 万円増）、株式等譲渡所得割交付

金は、１,４06 万円（前年度対比▲2.6％、38 万円減）、ゴルフ場利用税交付金は、617 万円

（前年度対比▲13.6％、97 万円減）、利子割交付金は、７31 万円（前年度対比▲4.1％、31

万円減）、交通安全対策特別交付金については、607 万円（前年度対比▲17.0％、124 万円減）

をそれぞれ見込んでいる。 

 

◎地方交付税 130 億 4,106 万円【前年度対比▲1.7％、2億 2,101 万円減】 

地方交付税にあっては、普通交付税の合併算定替の特例措置の段階的な縮減が5年目とな

ることなどを考慮し、前年度と比べ2億2,101万円の大幅な減額となる１３0億4,106万円

（普通交付税114億1,106万円、特別交付税16億3,000万円）を見込んでいる。なお、臨

時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は、136億2,343万円（前年度対比▲

2.6％、3億6,410万円減）を見込んでいる。 

 

 

<参考> 実質的な地方交付税の推移 
（H17～H29は決算額、H30は当初予算額及び決算見込額、H31は当初予算額） 

平成17年度 121億　 73万円 17億3,005万円 9億8,910万円 148億1,988万円

平成18年度 121億8,101万円 16億6,014万円 8億7,810万円 147億1,925万円

平成19年度 128億1,215万円 15億3,214万円 7億9,671万円 151億4,100万円

平成20年度 131億4,124万円 15億3,285万円 7億4,625万円 154億2,034万円

平成21年度 134億3,792万円 16億1,231万円 11億5,817万円 162億　840万円

平成22年度 143億1,169万円 18億9,703万円 15億1,082万円 177億1,954万円

平成23年度 142億8,141万円 18億5,178万円 11億1,525万円 172億4,844万円

平成24年度 144億　739万円 18億1,081万円 11億2,702万円 173億4,522万円

平成25年度 143億8,702万円 17億8,504万円 11億4,412万円 173億1,618万円

平成26年度 141億6,539万円 18億4,820万円 10億8,663万円 171億   22万円

平成27年度 136億3,887万円 18億4,315万円 9億9,948万円 162億5,835万円

平成28年度 127億3,385万円 18億7,621万円 7億3,912万円 153億4,918万円

平成29年度 121億7,851万円 18億1,757万円 7億3,280万円 147億2,888万円

平成30年度 118億　825万円 (未定) 17億7,591万円 7億1,282万円 (未定) 142億9,698万円
【当初予算】 【116億3,206万円】 【16億3,000万円】 【7億2,547万円】 【139億8,753万円】
平成31年度 114億1,106万円 16億3,000万円 5億8,238万円 136億2,343万円

年　　度 普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債
合　　計

(実質的な地方交付税)

 

※合計は、千円単位で計算した数値です。 
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◎分担金及び負担金 2 億 3,819 万円【前年度対比▲6.7％、1,707 万円減】 

分担金及び負担金は、2 億 3,819 万円を見込んでいる。主な内訳は、児童福祉費負担金が

１億 930 万円（前年度対比▲33.9％、5,599 万円減）、老人保護措置費負担金が 6,438 万円

（前年度対比▲0.6％、41 万円減）となっている。 

主な減額要因は、保育所運営費保護者負担金が平成 31 年 10 月からの消費税率引上げにとも

ない、3 歳以上児の保育料が無料化されることから 5,645 万円の減額を見込む。 

 

◎使用料及び手数料 3 億 3,796 万円【前年度対比 3.7％、1,218 万円増】 

使用料及び手数料は、3 億 3,796 万円を見込んでいる。主な内訳は、公営住宅等の住宅使用

料が 1 億 6,492 万円、一般廃棄物処理手数料が 8,591 万円、斎場使用料が 2,511 万円、戸

籍証明等の総務手数料が 2,488 万円などとなっている。 

 

◎国庫支出金 34 億 633 万円【前年度対比 74.8％、14 億 5,719 万円増】 

国庫支出金は、前年度と対比し大幅な増額となる、34 億 633 万円を見込んでいる。うち国

庫負担金が 27 億 1,545 万円で、主な内訳は、平成 30 年 7 月豪雨災害の過年発生公共災害復

旧費負担金が 14 億 737 万円、自立支援給付事業費負担金が 4 億 7,004 万円、児童手当負担

金が 3 億 2,060 万円、生活保護費負担金が 3 億 682 万円となっている。国庫補助金は 6 億

7,305 万円で、道路新設改良、庄原駅周辺の土地区画整理事業等に係る社会資本整備総合交付

金が 2 億 8,571 万円、新焼却施設整備事業に係る循環型社会形成推進交付金が 1 億 9,254 万

円、地方創生道整備推進交付金が 9,000 万円となっている。 

 

◎県支出金 26 億 1,403 万円【前年度対比▲1.3％、3,435 万円減】 

県支出金は、26 億 1,403 万円を見込んでいる。うち県負担金が 6 億 5,28７万円で、主な

内訳は、自立支援給付事業費負担金が 2 億 3,502 万円、後期高齢者医療保険基盤安定負担金が

1 億 3,446 万円となっている。県補助金は 18 億 1,382 万円で、主な内訳は、平成 30 年 7

月豪雨災害などに係る農林水産業施設災害復旧費補助金などが 5 億 7,227 万円で、中山間地域

等直接支払交付金が 4 億 5,577 万円、多面的機能支払交付金が 1 億 3,396 万円、ひろしまの

森づくり事業補助金が１億 792 万円となっている。県委託金は 1 億 4,734 万円で、主な内訳

は、個人県民税徴収取扱委託金 5,292 万円、参議院議員選挙費が 4,627 万円となっている。 

 

◎財産収入 4,598 万円【前年度対比▲22.3％、1,322 万円減】 

財産収入は、4,598 万円を見込んでいる。主な内訳としては、土地建物等の財産貸付収入が

2,218 万円、土地売払等に係る不動産売払収入 1,235 万円、基金運用等に係る利子及び配当金

が 594 万円となっている。 

 

◎寄附金 3,640 万円【前年度対比 40.0％、1,040 万円増】 

寄附金については、庄原市ふるさと応援寄附金 3,460 万円を見込んでいる。 
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◎繰入金 8 億 7,799 万円【前年度対比▲29.8％、3億 7,313 万円減】 

繰入金については、8 億 7,799 万円を計上している。主な内訳は、財源調整として財政調整

基金から４億 5,000 万円、各種ソフト事業の推進に向け、過疎地域自立促進基金から 3 億

3,897 万円、超高速情報通信網整備事業及び新焼却施設整備事業の推進として、地域振興基金

から 7,890 万円の繰入れ、それぞれ計上している。 

 

◎市債 39 億 5,728 万円【前年度対比▲10.7％、4億 7,480 万円減】 

 市債については、平成 30 年 7 月豪雨災害などに係る災害復旧債が 8 憶 5,990 万円、第２期

長期総合計画・前期実施計画に計上した各種整備事業を実施するための財源などと合わせて、総

額 39 億 5,728 万円（前年度対比▲10.7％、4 億 7,480 万円減）を計上している。災害復旧

債以外の主な内訳は、道路新設改良、新焼却施設整備、保育所施設整備等に係る辺地・過疎対策

事業債が 15 億 6,800 万円、土地区画整理事業等に係る合併特例事業債が 2 億 6,960 万円、

臨時財政対策債が 5 億 8,238 万円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

<参 考> 財政調整基金等取崩しの推移 （平成 30 年度及び平成 31 年度の決算は見込額） 

                                                            【単位：億円】 

当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算

17年度 4.9 3.2 0 0 0 0 0 0 2.2 1.7 7.1 4.9

18年度 6.6 6.6 0 0 5.0 0 0 0 1.9 3.2 13.5 9.8

19年度 2.7 0 0 0 0 0 0 0 3.4 6.7 6.1 6.7

20年度 3.5 2.8 0.1 2.0 2.0 2.0 0 0 4.5 2.8 10.1 9.6

21年度 2.0 2.0 0 0.9 1.8 0.6 0 0 1.2 1.5 5.0 5.0

22年度 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.3

23年度 1.0 0 0 0 0.1 0.1 0 0 0.5 0.5 1.6 0.6

24年度 0.7 0 0 0 0 0 0 0 0.3 0.3 1.0 0.3

25年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0.4 0.2 0.4 0.2

26年度 0 2.4 0 3.2 1.6 1.6 3.1 2.4 0.3 0.2 5.0 9.8

27年度 1.0 0 0 0 5.1 3.9 3.6 2.5 0.1 0.1 9.8 6.5

28年度 2.1 0 0 0 0.7 0.5 4.4 3.9 0 0 7.2 4.4

29年度 2.3 3.7 0 0 1.0 1.0 5.3 5.3 0.1 0.1 8.7 10.1

30年度 4.5 19.0 0 0 2.5 2.5 5.2 5.2 0 0 12.2 26.7

31年度 4.5 4.5 0 0 0.8 0.8 3.4 3.4 0 0 8.7 8.7

合　　計
その他特定
目的基金

地域振興基金財政調整基金 減債基金
過疎地域

自立促進基金
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基金残高の推移

【単位：億円】

【年度】

※棒グラフ中の基金の順は、下から「財政調整基金」「減債基金」「地域振興基金」「過疎地域自立促進基金」「その他の基金」

「土地開発基金」の順となっています。

財政調整基金 減債基金 地域振興基金 過疎地域自立促進基金 その他の基金 土地開発基金

 

年度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

財政調整基金 10.2 6.5 12.1 11.5 12.4 15.0 16.9 20.6 30.1 31.8 39.1 45.3 44.6 24.8 20.3

減債基金 0.9 0.9 2.7 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地域振興基金 35.0 39.9 39.8 38.4 37.9 38.0 37.9 37.9 39.5 37.9 34.0 33.4 32.4 30.2 29.5

過疎地域自立促進基金 - - - - - - - - - 1.7 3.3 3.6 2.2 1.4 1.5

その他の基金 14.4 11.2 4.7 2.0 1.3 1.3 0.8 0.7 0.5 0.5 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3

土地開発基金 0.5 0.5 0.7 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 1.2 1.2

合　計 61.0 59.0 60.0 53.5 52.3 55.1 56.4 60.0 74.1 72.7 77.6 83.5 80.4 57.9 52.8  

557.8
543.8

517.0

499.2

474.3

461.0

442.6 441.5

422.8

404.7
392.8

384.1 389.0

401.7
413.7
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17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

市債年度末残高の推移（一般会計）
【単位：億円】

※決算統計ベース純計処理後 ※30年度末及び31年度末は見込 【年度】
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（２） 歳出 

①災害復旧事業 
 ◎災害復旧事業費  ２９億９,５３７万円〈継続〉 

 平成 30 年 7 月に発生した豪雨は、河川の氾濫や土砂災害により家屋や生活インフラ、農

地・農業用施設の損壊など本市に未曾有の被害をもたらし、市民生活に大きな影響を与えた。 

 まずは、一日も早く市民の暮らしの安全・安心を取り戻すため、災害復旧・復興事業を最優

先事業と位置づけ、着実に事業を実施する。 

  ○農地災害復旧事業（過年） ２億 3,000 万円 

  ○農業用施設災害復旧事業（過年） 3 億 4,500 万円 

  ○林道災害復旧事業（過年） 7,212 万円 

  ○公共土木施設災害復旧事業（過年） 21 億 5,210 万円 

  ○公共土木施設災害復旧事業【単独】（過年） 6,000 万円 

  ○社会教育施設災害復旧事業（過年） 125 万円 

  ○その他公共施設災害復旧費（過年） 176 万円 

  ○現年度発生災害分（現年） １億 3,314 万円 

 

②長期総合計画施策体系別 

 

 

 

 

 

◎自治振興区の活動促進補助  ７１６万円〈継続〉 

  地域振興計画に基づき地域づくり事業を実施する自治振興区に対し、補助金を交付し、地域

課題の解決と地域活性化を図る。 

  ○自治振興区活動促進補助金 

 

◎自治振興区の運営支援  ２億７,４３１万円＜拡充＞ 

 活力ある地域づくりを自主的・総合的に推進する自治振興区に対し、その運営と活動を支援

し、安定的継続的な組織基盤をつくるため、交付金を交付する。 

  ○振興交付金・特別振興交付金【拡充】  ○地域マネージャー活用事業交付金 

 

◎自治振興センター等管理運営  ８,２７６万円〈継続〉 

 自治振興区の地域づくり活動と生涯学習活動を一体的に取り組む拠点として、自治振興セン

ター（２２センター）を自治振興区が指定管理するとともに、地域の生活に密着した活動拠点

施設として、自治振興会館を自治会が指定管理し、管理・運営する。 

  

◎庄原自治振興センター整備事業  ７３０万円＜新規＞ 

 建築から 40 年以上が経過し、老朽化が進んでいる庄原自治振興センターについて、大規模

改修に向けた基本計画の策定を行う。 

 

“絆”が実感できるまち【自治・協働・定住】 

●自治・協働の推進 
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◎人権教育・人権啓発の推進  ５０４万円〈継続〉 

 人権尊重の意識を高めるため、地域における人権学習会や講演会の充実、人権作品の募集、

啓発資料の提供・活用に取り組み、人権教育を推進する。また、人権尊重の理念に関する正し

い理解と認識を深め、講演会、パネル展などを通じ人権尊重思想の普及・高揚を図る。 

 

 

 

◎男女共同参画の推進  １０６万円〈継続〉 

 男女が互いの人権を尊重しながら、その能力と個性を十分に発揮できる男女共同参画社会の

形成に向け、市民の理解と意識改革を図るため、啓発事業を実施する。 

  ○映画上映会 

○エンパワメント講座・ファミリング講座   

  ○男女共同参画週間啓発事業・地域男女共同参画講座 ほか 

 

◎ＤＶ対策事業  ２７７万円〈継続〉 

 ＤＶ被害者への支援を行うため、女性相談員を配置するとともに庁内の相談体制を充実させ

る。また、ＤＶの防止・予防のための啓発を行う。 

  ○ＤＶ防止対策講演会  ○女性相談員の配置   

 

 

 

◎オール庄原体制による人口減少対策事業  ２５万円〈継続〉 

 人口減少対策に官民あげて取り組むため、民間組織の運営を支援する。 

  ○庄原の人口問題をとことん考える民間会議補助金 

 

◎地域おこし協力隊の推進  １,９２２万円＜拡充＞ 

 地域外の人材を活用し、地域の活性化を促進するとともに、その人材の定住及び定着を図る。 

  ○特産品開発・販売拡大支援事業、木の駅プロジェクトほか 

  ○地域おこし協力隊員定住支援補助  ○ジビエの推進【新規】  

  ○自治振興区委託（地域づくり協力隊） 

 

◎定住促進事業  ４,５１８万円＜拡充＞ 

人口減少が続く本市において、人口の維持は集落機能の確保や産業振興の視点からも重要な

課題である。本市の人口維持に向けた取り組みとして、特に２０代から４０歳未満の結婚・出

産・子育て世代と定年退職を迎えた世代に重点を置いた支援事業等を実施し、本市で暮らして

いる若者の転出抑制と市外からの定住の促進を図る。 

  ○定住支援員の配置   ○しょうばら縁結び事業 

●人権尊重社会の実現 

●男女共同参画社会の実現 

●定住の促進 
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  ○新婚世帯定住促進補助金   ○しょうばら生活体験事業補助金    

  ○転入定住者住宅取得及び改修補助金  ○自治振興区定住促進活動補助金 

 ○定住促進につながる住宅整備ニーズ調査【新規】 

 ○移住定住情報サイト構築【新規】 ○定住情報雑誌広告掲載 

 

◎空家バンク制度の推進  ７１９万円〈継続〉 

 市内の空家を移住希望者の住宅として活用することで、転入定住を促進する。 

  ○現地確認、マッチング立会、登録物件の掘り起こしなどの推進 

 

◎外国人グローバル人材確保・定着促進事業  １７７万円＜新規＞ 

 近い将来、労働力不足の加速化が懸念され、今後、自治体間での外国人労働者の人材獲得競

争の激化が想定される中、企業や市民、外国人を対象としたアンケート等によりニーズの把握

に努め、多くの外国人が本市を選んで居住してもらえるための環境整備に取り組む。 

  ○外国人グローバル人材確保・定着促進計画策定委員会の開催 

   ○アンケート調査の実施・分析  ○出版物電子書籍化ソフトウェアの導入 

  

 

 

◎行政情報処理の推進  ２億７,６６１万円〈継続〉 

 行政サービス提供の基幹となる電算システム等の適正な管理及び計画的な更新を行うこと

で、円滑なサービスの提供を維持する。 

 

◎ＲＰＡ試行導入事業  ６０万円＜新規＞ 

 事務の効率化、働き方改革等を推進するため、先例地で事務処理時間の削減に成果をあげて

いる新たなデジタル技術のＲＰＡを一部の業務に試験的に導入し、検証を行う。 

 

◎ふるさと応援寄附金の取り組み  １,９５３万円〈継続〉 

ふるさと応援寄附金に係る事務の効率化を図り、情報発信の強化や新たな返礼品の企画、効

果的なプロモーションを実施することで全国からの支援推進を図る。 

 

◎総領支所北館解体撤去・駐車場整備  ４,８３６万円〈継続〉 

総領支所庁舎について、耐震性の低い北館を解体し、耐震性のある南館へ執務室を集約する

とともに、北館解体後の跡地を駐車場として整備することで、事務の効率化、住民サービスの

向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

●効果的・効率的な行財政運営 
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◎和牛振興対策（比婆牛ブランド化推進）  ２,９６８万円〈継続〉 

 比婆牛の血統を受け継ぐ雌牛「あづま蔓」を造成・認定し付加価値をつけることにより、子

牛・枝肉価格を向上させ、産地としての維持拡大を図る仕組みづくりを進める。 

 ブランド化推進事業として、ブランドのＰＲを進める。あわせて、市認定「比婆牛」の生産

母体となる雌牛「あづま蔓」の拡大に重点的に支援する。 

  ○ＴＭＲコントラクター振興補助金     ○あづま蔓振興会負担金 

  ○繁殖用和牛造成推進事業補助金      ○配合飼料利用支援事業    など 
 

◎ブランド米推進事業  １２０万円〈継続〉 

 低農薬・低化学肥料等安心・安全な米づくりを基本に、市内で生産した特色ある「こだわり

米」を高価格で販売するための知名度向上及び販売促進等の取り組みを支援し、庄原産米のブ

ランド化及びブランド米の生産拡大を図る。 

  ○ブランド米推進事業補助金  

 

◎乳用牛振興対策  ８８６万円〈継続〉 

 県内最大規模を誇る酪農業について、酪農家の飼養頭数拡大及び生産基盤の強化等を支援す

ることで、本市酪農業の維持・発展を支援する。 

  ○乳用牛増頭推進事業  ○配合飼料利用支援事業 

   

◎中山間地域等直接支払制度  ６億１,５６３万円〈継続〉 

 農業の生産条件が不利な中山間地域等において、農作業の共同化や担い手への農地集積等に

より農業生産活動の継続的な実施を図る集落等を支援する。 

 

◎多面的機能支払制度  １億７８１２万円〈継続〉 

 地域の共同活動を支援し、農業の有する多面的機能の維持・発揮に資する農地、農業用施設

等の保全、農村環境の向上及び、農業用施設の長寿命化を図る。 

 

◎新規就農者育成 ３,６５２万円〈継続〉 

 新しく農業に取り組む「ひと」や「組織」の確保･育成･支援を行い、新規就農者の確保･定

着、経営の安定化を図る。 

 

◎農業基盤の整備  ８,４２１万円〈継続〉 

 農地・農業用施設の一層の整備により、農業基盤の確立、農業経営の安定及び合理的な管理

を図る。 

  ○県営大規模農業生産団地整備事業負担金（【田口地区ほ場整備事業ほか） 

  ○土地改良区補助金、農道・水路・ため池整備、ほ場整備 ほか 

 

●農林水産業の振興 

“にぎわい”が実感できるまち【産業・交流】 
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◎森林経営管理事業  ５,１７２万円＜新規＞ 

 林業に関する有識者から指導・助言を得ることで、本市の森林整備及び森林資源の有効活用

を推進する。また、林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の推進を目的として、小規模零

細な森林所有者と林業経営者を繋ぎ、林業経営集積・集約化を図る。 

  ○森づくりアドバイザーの設置  ○森林経営管理に関する意向調査 

 

◎庄原市森づくり事業の推進  １億４,８００万円〈継続〉 

 「ひろしまの森づくり県民税」を財源とし、手入れが不十分な森林を水源かん用、土砂災害

防止など「公益的機能を発揮する森林」として再生するとともに、森林が地域住民の生活に密

着した環境林となるよう整備を行う。 

 

◎マツタケ山整備奨励  ８５万円〈継続〉 

 手入れのされなくなったマツタケ山の増加により生産は減少傾向にある。この対策として、

マツタケ山の整備促進により特用林産物としての生産の増加につなげることを目的とした山

の整備に対し、奨励金を交付する。 

  ○マツタケ山整備奨励金 

 

◎有害鳥獣防除対策  ４,２４８万円〈継続〉 

 イノシシを中心とした鳥獣の出没範囲が拡大し、農林水産物や農業用施設等に対する被害が

増加しており、防除柵等の設置による地域ぐるみの防除対策と有害鳥獣捕獲班を中心とした捕

獲対策により有害鳥獣からの被害軽減を図る。 

 

◎有害鳥獣処理施設運営  ２８６万円〈継続〉 

 有害鳥獣処理施設の管理運営を行い、イノシシ等の捕獲の促進につなげるとともに、加工可

能な肉は、ジビエやペットフードの原料として有効活用を図る。 

 

 

 

◎サテライトオフィス誘致  ４４９万円＜拡充＞ 

 都会では出来ない新しい働き方を推進し、働く場の創出と都市部からの移住定住者を増やす

ことを目的とした、本市へのサテライトオフィス誘致に向けて、既存施設を利用したお試しオ

フィスの整備及び管理運営を行う。 

 また、企業を本市に誘致し、立地環境や生活環境等を紹介及び体験してもらうとともに、企

業等が求めるニーズを把握するためのモニターツアーを実施する。 

  ○サテライトオフィス誘致戦略策定 

  ○サテライトオフィスモニターツアー 

  ○サテライトオフィスパンフ・チラシ作成、ＨＰ開設 

  ○サテライトオフィス誘致促進事業補助金【新規】 

 

●商工業の振興 
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◎中小企業振興対策  ８,６７４万円〈継続〉 

 中小企業の機能と構造の近代化及び地域産業の維持・育成・活性化のため、設備投資等に対

する助成や融資制度等により中小企業者の負担を軽減し、中小企業活動の活性化を図る。また、

引き続き小規模企業に焦点を当てた施策を講じ、その事業活動の活性化を図る。 

  ○中小企業振興補助金（設備投資・雇用拡大） ○最寄り買い店舗改装補助金 

  ○人材育成キャリアアップ事業補助金  ○創業サポート補助金 

  ○産業見本市等出展支援事業補助金  ○中小企業融資預託金  

  ○商工組合中央金庫預託金  ○中小企業技術等研究開発事業補助金 

 

◎ドローン活用の推進  ２５１万円＜拡充＞ 

 ドローンなどＩｏＴ・ＡＩ等を活用した実証実験事業を通じ、少子高齢化・過疎化の進展に

起因する地域課題の解決や、市内企業活動の活性化支援や起業支援、市外からの移住促進や企

業参入促進を図る。 

  ○ＩｏＴ・ＡＩ技術ニーズ調査【新規】 

  ○ドローン活用協議会負担金 

 

◎中心市街地にぎわい再生  ２,３６３万円〈継続〉 

 「街の顔」としての役割を担う中心市街地を維持、継承、発展させていくためには、にぎわ

い再生が不可欠であり、市民参加によるまちづくり活動を推進し、中心市街地の活性化を図る。 

  ○楽笑座  ○三軒茶屋  ○東城まちなか交流施設えびす 

  ○まちなか活性化補助金  など 

 

◎雇用の確保対策  １１５万円＜新規＞ 

 市内の労働力確保及び雇用の安定を図り、経済発展に寄与するため、市内企業等で組織する

「庄原でいきいき働く協議会」の取り組みに対して負担金を支出し、官民連携での取り組みを

進める。 

  ○庄原でいきいき働く協議会負担金 

 

 ◆農業活用実践事業（水田用除草剤散布）  

 

◎庄原版ＤＭＯ設立支援事業  １,０５０万円＜新規＞ 

 市域全体で観光消費額を向上させるため、マーケティング・プロモーション業務、着地型観

光推進業務、地域商社業務等を担う「庄原版ＤＭＯ」の形成・確立に取り組む。 

  ○庄原版ＤＭＯ設立支援補助金 

  ○庄原観光いちばん協議会(逸品推進部会)負担金 

 

◎国営備北丘陵公園北入口エリア社会実験事業  １,４７１万円〈継続〉 

 丘陵公園の北入口エリアに交流ゾーン（無料）を設置する社会実験事業を実施し、地域と丘

陵公園の交流人口の拡大及び周遊促進を図る。 

   ○公園北エリア運営協議会負担金 

●観光交流の推進 
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◎観光推進体制の充実  ５,５７２万円〈継続〉 

 体験・交流をメインとした着地型観光の推進と定着を図るために、庄原市観光協会を主体と

して観光交流事業を展開し、市内観光資源のネットワーク化や観光活動の活性化、情報の一元

化による情報発信能力の向上、広域連携の充実を進める。また、観光客及び旅行会社のニーズ

に対応した商品造成に取り組み、観光客の増加による地域経済の活性化を図る。 

  ○マーケティング・プロモーション事業  ○着地型観光推進事業 

  ○観光コンテンツ整備事業 ○観光推進体制強化事業 ○観光インフォメーション事業 

 

◎比婆いざなみ街道物語の推進  １,４３６万円〈継続〉 

 本市北部地域周辺には、神話・伝説の地をはじめ、歴史遺産や遺跡群、中国山地ならではの

豊かな自然や内陸気候に育まれた農産物など、多種多様な資源が存在しているが、知名度不足

等により、十分に活かし切れていない。そこで個々の地域資源を線として繋ぎ、地域ブランド

として一体的な活用を図るべく、「比婆いざなみ街道」と命名し、地域資源の認知度向上、観

光誘客、地域経済の活性化を図る。 

  ○庄原観光いちばん協議会負担金（比婆いざなみ街道部会） 

  ○比婆いざなみ街道マラニックの開催  ○沿線資源連携の促進 

  ○沿線の森林整備  ○沿線花木植樹  ○沿線道路案内標識設置 

  ○文化財群利活用促進  ○地域おこし協力隊を活用した街道の魅力向上  

  ○沿線文化財群に係る案内標識及び説明看板設置 など 

 

◎新たな街道づくり推進事業  ５０万円＜新規＞ 

 近隣市町との広域連携により、地域の魅力を発信するための「新たな街道」づくりを具体化

し、圏域への更なる観光誘客と地域活性化を図る。 

 

◎花と緑のまちづくり事業の推進  ５４２万円〈継続〉 

 国営備北丘陵公園、オープンガーデン、山野草など、「花と緑」の観光資源が連携し、周遊

観光の促進や一体的なＰＲ活動を実施することにより、「花と緑のまち・庄原」の認知度を高

め、観光客数の増加による地域経済の活性化を図る。 

  ○庄原観光いちばん協議会（花と緑のまちづくり部会）負担金 

  ○しょうばら花会議負担金 

 

◎逸品づくり事業の推進  ５００万円〈継続〉 

 「食材の宝庫」庄原市で生産されている農畜産物を活用した加工品や料理メニューに関して

専門家によるセミナー等の開催により、ブラッシュアップを図ることで、庄原市ならではの新

たな「食」の魅力を増やす。また、こうした魅力的な「食」の情報についてＳＮＳを活用した

積極的な情報発信を行い、インバウンド誘致など新たな観光客の増加及び観光消費額の向上に

つなげる。 

  ○庄原観光いちばん協議会（逸品推進部会）負担金 
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◎スポーツ大使活動事業  ７４万円＜新規＞ 

 リオ五輪金メダリストの金藤理絵氏を市スポーツ大使に委嘱し、まちのにぎわいづくりや市

民の健康づくりを推進する。 

  ○スポーツ大使による水泳教室 など 

 

 

 

◎友好都市交流の推進  ２７３万円＜拡充＞ 

 国際友好都市（中国四川省綿陽市）公式訪問団を派遣し、市民・青少年・行政関係者の多様

な形態での友好交流を促進する。また、平成３２年度に友好協力協定締結 30 周年を迎えるこ

とから、これまで培った綿陽市との友好関係を踏まえ、より一層の発展を目指し民間を主体と

した交流を推進する。 

  ○綿陽市友好公式訪問団の派遣   

○民間を主体とする国際交流推進等調査事業補助金【新規】 

 

◎国際交流・多文化共生の推進  ３７３万円〈継続〉 

 国際交流協会や日中親善協会へ参画し、交流機会や情報を提供することで交流活動の促進を

図る。 

  ○中高生の海外研修  ○広島大学留学生ホームステイ 

  ○外国籍市民の相談業務 など 

 

 

 

 

 

 

 

◎市道の整備  ８億６,５６９万円〈継続〉 

 道路新設改良事業や道路維持修繕など、市民生活に欠かすことのできないインフラを整備する。 

  ○道路改良工事  ○災害防除事業 

    

◎道路構造物の維持・管理  １億９,７１５万円〈継続〉 

 橋梁・トンネルなどの適正な維持・管理を行い、老朽化への対応として、定期点検及び予防

保全に取り組む。 

  ○橋梁長寿命化修繕工事  ○橋梁点検 

 

◎第２期地域情報化計画策定  １３１万円＜新規＞ 

 市内全域で超高速情報通信サービスの利用環境が整うことから、その有効活用の促進を図り、

市民の利便性向上や行政事務の効率化、各種分野での活用による地域活性化に繋げるため、第

２期地域情報化計画を策定する。 

  ○第 2 期地域情報化計画策定 

 

●多文化交流の促進 

●生活基盤の整備 

“快適な暮らし”が実感できるまち【環境・基盤・交通・情報】 
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◎超高速情報通信網の活用  １,９９２万円〈継続〉 

 市内全域に整備された超高速情報通信網を活用し、住民へ緊急情報や行政情報などを提供す

る住民告知端末の未設置世帯への加入促進を図るため、初期費用を支援する。 

 

◎地籍調査の推進  ６,４１８万円〈継続〉 

 地籍調査の進捗率は県平均に比較し低位な状況であるため、東城地域及び総領地域において

地籍調査を実施する。 

 

 

 

◎生活交通路線の確保  ２億５,５４３万円＜拡充＞ 

 地域住民にとって日常生活を営む上で必要不可欠なライフラインである路線バスなどの生

活交通を確保する。 

  ○市営バス運行業務委託 ○予約乗合タクシー運行業務委託 

 ○生活バス等運行補助  ○市民タクシー事業補助金 

 ○生活交通バス車両更新【新規】 ほか 

 

◎土地区画整理事業  １億８,４４０万円〈継続〉 

 公共交通機関へのアクセス向上など交通結節点としての機能を強化する「駅前広場の整備」、

住環境の向上や商業機能を誘導する「幹線道路の整備」など、ＪＲ備後庄原駅周辺地区のまち

づくりを中長期的に推進する。 

 

◎交通交流施設の整備  ７,０３９万円〈継続〉 

 公共交通利用者の利便性及び満足度の向上、交通発着拠点を活用した市民交流を促進するた

めＪＲ備後庄原駅舎を改修整備する。 

  ○ＪＲ備後庄原駅舎改修工事 

 

 

 

◎地域防災体制の強化  ８９３万円＜新規＞ 

 災害対策や防災活動に関する専門性の高い人材「防災専門員」を新たに配置する。また、昨

今の大規模災害に対応した地域防災計画の修正及びハザードマップの更新を行うことで、防災

体制の強化を図る。 

  ○防災専門員の配置   ○地域防災計画の修正  ○ハザードマップの更新 

 

◎消防団活動の推進  １億３,１３０万円〈継続〉 

 消防団員の災害出動や訓練参加の実績に応じ団員出動手当を支給し、出動団員の増加や訓練

等の充実による資質の向上を図る。災害対応や近年の自然災害の発生件数の増加など、消防団

員が担う地域防災活動に対する処遇改善のため、消防団装備品を整備する。 

  ○消防団員出動手当  ○消防団装備品(ヘッドライトなど) 

 

 

●生活環境の向上 

●生活の安全確保 ●生活の安全確保 
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◎防犯関係事業  １,２７５万円〈継続〉 

 生活安全相談員配置、防犯組合連合会負担金、LED 防犯灯設置補助金 

犯罪被害者見舞金 ほか 

 

◎庄原市消費生活センター相談業務  ３００万円〈継続〉 

 複雑・多様化し、件数も増加傾向にある消費生活相談に対して、相談員を配置し、迅速な被

害者救済、消費被害の未然防止、消費者教育などの取り組みを一層進め、消費者生活の安定及

び向上を図る。 

 

◎交通安全対策の推進  ２,０７１万円〈継続〉 

 交通安全意識の高揚と交通事故の防止に関して啓発活動を行うとともに、歩道やガードレー

ルなどの整備を行い、事故防止を図る。 

 

 

 

◎斎場の整備  ２,４３５万円＜拡充＞ 

 斎場利用者の利便性の向上を図るため、東城斎場の空調設備の更新、高野斎場の待合室の増

築、トイレの改修及び駐車スペースの拡張などを行う。 

  ○高野斎場整備【新規】（地形・用地測量、駐車場造成設計） 

  ○東城斎場整備（空調設備・火葬炉電気設備更新） 

 

◎一般廃棄物の適正処理の推進  ６億５,１９５万円＜拡充＞ 

 一般廃棄物処理施設(ごみ処理施設・し尿処理施設)の管理運営を行う。 

  ○災害廃棄物処理計画策定【新規】 

 

◎新焼却施設の整備  ５億８,４０６万円〈継続〉 

 竣工後 25 年が経過し、老朽化が進行するとともに、平成３４年３月末までの設置期限とし

た地元協定が迫る備北クリーンセンターおよび東城ごみ固形燃料化施設の廃止を含めた施設

の集約化により、効果的かつ効率的なごみ処理を行う。 

  ○敷地造成工事   ○プラント建設工事  など 

 

 

 

 

 

 

◎西城保育所改築事業  ５億９,１２５万円〈継続〉 

 建築後４０年を経過し、老朽化の進む西城保育所を移転改築し、地域における子育て支援の

課題と保護者ニーズに柔軟に対応できる施設を整備する。 

  ○園舎建築工事   ○備品購入  など 

 

 

●子育て支援 

“あんしん”が実感できるまち【保健・福祉・医療・介護】 

●環境衛生の充実 
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◎施設型保育事業  １１億７,７７０万円〈継続〉 

 子どもの個性を尊重する中で、能力の向上や生きる意欲の醸成、社会性・自主性を養成する

ため、安定した生活の展開や遊びの実践、地域交流など保育の充実に努める。 

  ○第２子保育料半額化  ○第３子以降保育料無料化 

○保育施設の修繕・改修  など 

 

◎病児病後児保育施設(わらべ保育室)の管理運営  １,０９６万円〈継続〉 

 病中又は病気からの回復期などで集団保育が困難な児童を一時的に保育する病児病後児保

育の運営により、多様化する保育ニーズに応え、子育てと仕事の両立ができるよう支援を行う。 

 

◎小奴可病後児保育室の運営補助  ６３２万円〈継続〉 

 病気からの回復期などで集団保育が困難な児童を一時的に保育するために小奴可こども園

が園内に設置する病後児保育室の運営費に対し支援を行う。 

 

◎子育て支援施設の充実  ５,１６２万円〈継続〉 

 市内１０ヶ所で子育て家庭が出会える事業を実施し、気軽に集い、交流する事で子育ての不

安や負担感を軽減し、子育て家庭の孤立を防ぐ。 

 庄原市要保護児童対策地域協議会や家庭児童相談員と連携し、児童虐待の予防と早期発見早

期支援、見守りを行う。 

 

◎放課後児童健全育成  １億２,３４６万円〈継続〉 

 仕事と子育ての両立支援策及び放課後の児童の居場所作りとして、放課後児童クラブ及び放

課後子供教室を開設する。 

  ○放課後児童クラブ開設  ○放課後子供教室開設 

 

◎子育て支援の充実  ３,６４８万円〈継続〉 

 子の誕生を祝福し、次代を担う子の健やかな育成を願うため、出産祝金を支給する。 

 事業所内に託児所を設置する事業者に補助金を交付し、民間事業所の人材確保を図るととも

に、子育て支援を推進する。 

 保護者の子育てに係る経済的負担の軽減を図るため、チャイルドシート購入助成金を交付する。 

 

◎母子保健事業の充実  ３,１９０万円＜拡充＞ 

 きめ細かな健診や相談などを通じ、安心して出産、子育てのできる環境を構築する。また、

庄原市内での産科医療再開に伴い、“安心が実感できる子育て環境整備”の一環として、出産

間もない時期の産婦に対する健康診査を行うことで、産婦及び乳児の健康増進を図る。 

  ○妊婦健康診査  ○妊婦歯科健康診査  ○新生児聴覚検査 

  ○乳児健康診査  ○不妊治療費補助   ○産婦健康診査【新規】 

 

 

 

◎高齢者の活動推進  ３,６２１万円〈継続〉 
 シルバー人材センターや老人クラブ連合会への支援を通じ、高齢者が積極的に社会参加でき

る環境づくりを推進する。 

 

●高齢者の自立支援 
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◎高齢者等の生活支援  ３,８７６万円＜拡充＞ 
 ひとり暮らし高齢者等巡回相談員事業、緊急通報体制整備事業、高齢者専用住宅等の活用な

ど、高齢者が安心して暮らせるための支援の充実を図る。また、介護人材の資質の向上、確保

及び定着を図るため、介護職員研修を受講し、市内介護事業所等で就労する者に補助金を交付

する。 

  ○外出支援事業補助金  ○緊急通報装置給付  ○ひとり暮らし高齢者等巡回相談員 

  ○介護職員研修受講費補助金 ○高齢者等生活支援施設の管理 

  ○高齢者冬期安心住宅の管理･整備 

 ○第 8 期高齢者福祉計画･介護保険事業計画策定【新規】 

  ○高齢者冬期安心住宅ニーズ調査【新規】 

 

 

 

◎障害者の自立支援  ９億４,２８５万円〈継続〉 

 障害者総合支援法に規定する福祉サービスの提供、自立支援医療費の給付、福祉事業所の送

迎助成金など、障害者が自立した日常生活が送れるよう支援する。 

 

◎障害者の地域生活支援  ７,９２５万円〈継続〉 

 相談支援、コミュニケーション支援、日常生活用具の給付、地域活動支援など、障害者の日

常生活を支援する。 

  

◎障害者の支援  ３,１７８万円〈継続〉 

 障害を有する市民の社会参加を促進するとともに、関係団体の活動を支援し、障害者福祉の

増進を図る。 

  ○障害者団体社会参加支援事業  ○社会福祉施設整備費借入金償還助成 

  ○じん臓障害者通院助成  ○各種障害者団体補助金 

  ○障害者外出支援券交付事業（福祉タクシー券、自動車燃料助成券） 

 

◎障害者福祉の推進  ３,２７９万円〈継続〉 

 特別障害者手当、重度心身障害者在宅介護手当 ほか 

 

 

 

◎社会福祉協議会支援  ７,７２４万円〈継続〉 

 地域福祉の中心的役割を担う社会福祉協議会の活動を支援し、地域福祉の拡充・増進に努める。 

 

◎移動販売車の運営  ５３７万円〈継続〉 

 民間事業所・商工会・住民自治組織及び行政が連携し、移動販売車を定期的に集落地に巡ら

せ、地域コミュニティの維持、買い物弱者支援、地域商業の活性化などに取り組む。 

  ○移動販売車による移動スーパー運営事業 

 

●障害者の自立支援 

●地域福祉の向上 
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◎健康増進の取り組み  ３,７７７万円〈継続〉 

 各種健診事業や、健康教育・相談等の啓発事業等を通じ、市民の健康づくりを推進する。 

  ○高血圧・糖尿病対策  ○生活習慣病健康診査の実施  

  ○乳がん・子宮頸がん検診の推進  ○ショッピングセンターでのがん検診の実施 

  ○歯周病検診の実施   

 

◎感染症対策の充実  ８,８０８万円＜拡充＞ 

 インフルエンザ、日本脳炎等の従来からある感染病に加えて、水ぼうそう、おたふくかぜの

予防のためのワクチン接種費用の助成を実施する。 

  ○日本脳炎、麻しん・風しん混合、小児用肺炎球菌、ヒブ、不活化ポリオ、四種混合 

○風しん対策事業【新規】 など 

 

 

 

◎救急医療体制の充実  １億３,２２０万円〈継続〉 

 救急医療体制の維持、充実を図る。 

  ○休日診療事業及び在宅当番医実施事業 

  ○病院群輪番制運営費補助金（庄原赤十字病院 ・西城市民病院） 

  ○小児救急医療支援事業  ○公的病院救急医療体制整備補助 

   

◎周産期医療運営支援  １,８００万円〈継続〉 

 公的医療機関（庄原赤十字病院）における周産期医療の運営を支援し、当該医療機関に経済

的支援を行う。 

  ○周産期医療運営補助金 

 

◎小児科診療所の管理運営  ５８万円〈継続〉 

 庄原市小児科診療所（庄原こどもクリニック）の運営により、乳幼児健診や予防接種の対応、

さらに、再開した産科の支援など子育て環境の充実を図る。 

 

◎重度心身障害者医療費助成  １億６,９１３万円〈継続〉 

 重度心身障害者の医療費について自己負担額の一部を公費で助成し、負担の軽減を図る。 

 

◎乳幼児等医療費助成  ６,５０３万円〈継続〉 

 ０歳児から中学校３年生までを対象に、乳幼児等の医療費について自己負担の一部を公費で

助成する。 

 

 

 

◎生活困窮者等の支援  １,０９６万円〈継続〉 
 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、「自立相談支

援」・「住居確保給付金の支給」を行う。 

  ○一時生活支援  ○家計相談支援 など 

●健康づくりの推進 

●医療の充実 

●社会保障制度の適正運営 
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◎学校教育活動の充実  １億５,５５１万円〈継続〉 

 学校運営の評価、ことばの教育の推進、研修会の開催、学力調査の実施、クラブ遠征補助、

教科指導の充実 ほか 

 

◎外国語教育の充実  ３,７８９万円＜拡充＞ 

 外国語指導助手の活用による指導体制を確立し、指導内容を一層充実させることで、小学校

における外国語活動の指導から中学校における外国語教育への円滑な接続を図る。 

  ○外国語指導助手の活用【拡充】  ○英語検定料補助 

  ○グローバル人材育成事業  

 

◎読書のまちづくり  ２,０４６万円〈継続〉 

 児童生徒の思考力・表現力等を育成するために、自主的な読書活動を支援し、日常的な「読

む」「調べる」習慣の確立を図る必要がある。各教科等で言語活動の充実を図るとともに、家

庭との連携や学校司書の活用により、読書活動を推進する。 

  ○学校司書の配置 

 

◎学校施設・設備の充実  ３,５６７万円〈継続〉 

 学校施設の適正な維持管理や施設整備により、学校教育環境の充実を図る。 

  ○施設の修繕・改修工事・備品整備（全域的教育環境等整備） 

 

◎教育用パソコンの更新  1,900 万円＜新規＞ 

 教育用パソコンをタブレットとして使用可能な機種へ更新し、設備の充実とセキュリティ

環境の確保を図り、また、各教科等でプレゼンテーション作成や調べ学習などに活用するこ

とで情報化に対応した教育の推進を図る。 

  ○教育用パソコン更新事業 

 

◎学校給食の充実  ３億９２７万円〈継続〉 

 安全・安心かつ効率的に学校給食を提供するため、学校給食施設設備の適正な維持管理、施

設・設備の整備を行う。 

  ○共同調理場（庄原、峰田、西城、東城、口和、高野、比和、総領） 

  ○学校給食調理業務民間委託（全地域） 

 

 

 

◎生涯学習の推進  ３,１９６万円〈継続〉 

 子育てや世代間交流など地域の課題を市民自ら解決する能力を高める地域力醸成事業や、生

涯学習を通したいきがいづくりなどを支援する。 

  ○自治振興区への生涯学習推進事業委託  など 

 

●学校教育の充実 

“学びと誇り”が実感できるまち【教育・文化】 

●生涯学習・社会教育の充実 
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◎図書館の管理運営・整備  ４,６７０万円〈継続〉 

 田園文化センター（庄原・本館）と各地域の図書館分館の管理運営を行う。 

 子供の読書活動推進計画に基づき、事業を推進する。 

  ○子供の読書活動の推進  ○図書館機能の充実 

 

   

 

◎文化財保護と活用  ６１７万円〈継続〉 

 国指定重要文化財をはじめとする貴重な文化財の保護経費助成、埋蔵文化財発掘調査 ほか 

  ○埋蔵文化財センター運営 など 

 

◎芸術文化の振興  ５,４０２万円〈継続〉 

 地域文化を振興する事業や、文化活動団体への支援及び市民会館の管理運営を行う。 

  ○庄原市民会館及び東城文化ホール管理運営 

  ○ロビーコンサートの実施 など 

 

◎庄原市民会館整備事業  １,１３１万円＜新規＞ 

 本市の芸術・文化活動の拠点施設である庄原市民会館を大規模改修し、現代的な利用ニーズ

を踏まえた機能増進を図るため、基本計画の策定等を行う。 

 

 

 

◎スポーツ振興・各種スポーツ大会の開催  ２,０９３万円〈継続〉 

 健康で活力のある生活を営めるよう、「市民ひとり１スポーツ」の実現に向けて各種スポー

ツ活動への参加機会の拡充を図り、ジュニアスポーツの推進及び競技力の向上に努める。 

  ○レベルアップスポーツ教室 

 

◎社会体育施設の管理運営  １億７,９７７万円〈継続〉 

 生涯スポーツ、競技スポーツなど社会体育の振興に係る施設について、その管理運営と共に、

老朽化に対応して整備及び修繕を行う。 

  ○スポーツ広場グラウンド照明設備改修(LED 化) 

○総合体育館 LED 照明改修  など 

 

 

 

◎家庭・地域と一緒に取り組む教育活動  ３１４万円〈継続〉 

 子育てに関する学習機会や情報を保護者や地域の方々に提供することで、家庭・地域の教育

力の向上を図るとともに、学校・家庭・地域が連携し、家庭教育の支援に努める。また、教員

ОＢやＮＰОなどの地域住民の協力による学習支援事業を実施する。 

●芸術・文化の推進 

●スポーツの推進 

●家庭・地域の教育力の向上 
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  ○「親の力をまなびあう学習プログラム」を活用した講座等の開催 

  ○地域の教育力向上をめざした事業の取り組み 

  ○家庭教育支援チームの設置  ○地域未来塾事業  

 

◎教育風土の醸成  ９６万円〈継続〉 

 「庄原で学んでよかったと心から思える教育」をめざし、将来にわたって子どもたちが、ふ

るさと庄原で培った「知・徳・体」を原動力として激しく変動する社会を生き抜き活躍できる

取り組みを進める。また、市民とともに教育を考えていく機会とする。 

  ○教育フォーラムの開催 

 

-24-



 

 

５．持続可能な財政運営プランの取組み 

 

 平成 29 年 11 月に策定した「第２期持続可能な財政運営プラン」に基づく取組効果額は

次のとおり。 

 

【歳入】                               （単位：千円） 

項  目 
プ ラ ン 

目標額① 

当 初 予 算 

取組効果額② 

差  引 

②－① 

市 税 ７，６７４ ７，５７８ ▲９６ 

財 産 収 入 １，０００ ７，８７０ ６，８７０ 

諸 収 入 

（ 広 告 料 収 入 な ど ） 
４，０００ １４，１３０ １０，１３０ 

合  計 １２，６７４ ２９，５７８ １６，９０４ 

 

【歳出】 

項  目 
プ ラ ン 

目標額① 

当 初 予 算 

取組効果額② 

差  引 

②－① 

物 件 費 ▲１６０，６４７ ▲１５５，１５０ ５，４９７ 

補 助 費 等 ▲１１８，９９０ ▲９４，３３８ ２４，６５２ 

負 担 金 ▲１，５１５ ▲４，０８６ ▲２，５７１ 

繰 出 金 ▲２０，８３１ ▲２５，４４７ ▲４，６１６ 

公 債 費 ▲４５，０２２ ▲５４，５２２ ▲９，５００ 

普 通 建 設 事 業 
充 当 一 般 財 源 

▲５０，０００ ▲５０，０００ ０ 

合  計 ▲３９７，００５ ▲３８３，５４３ １３，４６２ 

 

【合計】 

項  目 
プ ラ ン 

目標額① 

当 初 予 算 

取組効果額② 

差  引 

②－① 

合  計 ▲４０９，６７９ ▲４１３，１２１ ▲３，４４２ 

 ※１：取組効果額は、プランの取組みによるもののほか、予算編成時の査定による減額を含む。 

 ※２：消費税増税分については、取組効果額には計上しない。 

※３：平成 30 年７月豪雨災害に関連する補助金については、取組効果額から除外している。 

 ※４：出産祝金及び入学祝金については、現在妊娠中の方や周知期間の確保などを考慮し、平成 32

年度から支給額を見直すこととしている。 
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 ６．特別会計予算の概要 
※各会計の増減率は千円単位の予算額からの計算による率を掲載。 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ３８８万円 ４４７万円 ▲５９万円 ▲１３.２％ 

②  予算概要 

 歳出では、貸付償還事務に係る経費、公債費、一般会計への繰出金を計上している。 

 歳入では、貸付金収入として 58 万円減額の３６３万円、住宅新築資金等償還推進助成事業補

助金として 1 万円減額の２５万円を計上している。  

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ２,２４３万円 ２,５６６万円 ▲３２３万円 ▲１２.６％ 

②  予算概要 

 歳出では、診療報酬委託料、光熱水費、負担金等を計上している。 

 歳入では、外来収入は２２万円増額の２,１６５万円を見込み、一般会計繰入金は、３４７万

円減額の２８万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 １,２６１万円 １,２４７万円 １４万円 １.２％ 

②  予算概要 

 歳出では、診療業務、看護及び受付業務等に係る委託料９９９万円、医療用消耗器具及び医薬

品衛生材料経費、光熱水費等の施設管理経費など２５２万円を計上している。 

 歳入では、診療報酬収入は３１万円増額の８０４万円を見込み、一般会計繰入金は、１７万円

減額の４５６万円を計上している。

（１） 住宅資金特別会計 

（２）歯科診療所特別会計 

（３）休日診療センター特別会計 

-26-



 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ４０億５,２９４万円 ４３億２,４２１万円 ▲２億７,１２７万円 ▲６.３％ 

②  予算概要 

 歳出では、国民健康保険事業費納付金は、１０億３１６万円、保険給付費は、２８億７,０８

７万円を計上している。保健事業費は、委託事業の増により、４６１万円増額の８,７１１万円

を計上している。 

 歳入では、保険税は、県の示す保険料必要総額を確保するため１,１２５万円増額の７億２,９

２４万円、県支出金は、３億７１８万円減額の２９億５,８６９万円をそれぞれ見込んでいる。

一般会計繰入金は、１,５３３万円増の３億４,９６４万円、国民健康保険財政調整基金から１,０

９０万円の繰入れを計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ８,５５１万円 ８,２９２万円 ２５９万円 ３.１％ 

②  予算概要 

 歳出では、総務費は、職員２名分の人件費、派遣医師負担金、診療所一般管理費等として６４

万円増額の３,８４３万円を計上している。医業費は、医療機器の更新により、１９５万円増額

の４,６８８万円を計上している。 

 歳入では、診療収入は、８１６万円減額の６,９９５万円を見込み、事業勘定繰入金は、８０

０万円、財源調整として国民健康保険総領診療所基金から293万円の繰入れを計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ６億６,４１０万円 ６億５,７２８万円 ６８２万円 １.０％ 

②  予算概要 

 歳出では、一般事務経費５１万円、保険料徴収にかかる事務経費１５６万円を計上している。

後期高齢者広域連合への納付金６億５,１１６万円の内容は、徴収した保険料、保険基盤安定繰

出金、広域連合への事務費負担金である。 

 歳入では、保険料は、特別徴収保険料３億３,６０７万円、普通徴収保険料１億１,０１２万円

（４）国民健康保険特別会計 

（６）後期高齢者医療特別会計 

（５）国民健康保険特別会計（直診勘定） 
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を見込み、一般会計繰入金は、職員給与費等繰入金を４０７万円、事務費等繰入金を２,７７４

万円、保険基盤安定繰入金を１億７,９２９万円、合計２億１,１１０万円を計上している。諸収

入は、広域連合からの派遣職員の人件費負担金５６６万円などを計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ６２億９,７６０万円 ６１億９,３４０万円 １億４２０万円 １.７％ 

②  予算概要 

 歳出では、改元に伴うシステム改修やパンフレットの作成が終了したことなどにより、総務費

を５３２万円減額している。保険給付費は、居宅・施設介護サービスの利用者数増などにより、

１億４,７５７万円の増額を見込み、地域支援事業費は、実績に伴う減額や介護保険サービス特

別会計への人件費の移行により３,７８５万円の減額を見込んでいる。 

 歳入では、国・県支出金等は、保険給付費の増額に伴い、国庫支出金１,９７９万円、支払基

金交付金３,２７１万円、県支出金２,６６６万円の増額をそれぞれ見込んでいる。一般会計繰入

金は、４５８万円増額の８億9,396万円、財源調整として介護給付費準備基金から１,４４１万

円の繰入れを計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ５,６５７万円 ５,９４６万円 ▲２８９万円 ▲４.９％ 

② 予算概要 

 地域包括支援センターにおける「介護予防給付（指定介護予防支援）」及び「介護予防・生活

支援サービス事業（第１号介護予防支援）」のケアプラン作成事業にかかる予算を計上している。 

 歳出では、介護保険特別会計から人件費を移行したことに伴う80７万円の増額、介護予防支

援委託料の１,１４０万円の減額などにより、２８９万円の減額を見込んでいる。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入は、６８９万円減額の４,４１４万円を見込み、一般

会計繰入金は、４００万円増額の１,２４３万円を計上している。 

 

 

 

 

 

（７）介護保険特別会計 

（８）介護保険サービス事業特別会計 
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①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 １１億６,１８４万円 １０億５,８３４万円 １億３５０万円 ９.８％ 

②  予算概要 

 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業ともに、平成２６年度で事業がほぼ終了した。

平成２５年度から、維持管理費の低減を図りながら安定的な生活環境と水質保全の維持を図るた

めに、供用開始の早い処理区から順次、長寿命化事業に取り組んでいる。 

 歳出では、事業費として、庄原処理区の浄化センター機械・電気更新工事施工依頼業務とマン

ホールポンプ改築工事、総領処理区の浄化センター汚泥掻き寄せ機改築工事など１億１,３９６

万円増額の４臆３７４万円を計上している。 

 歳入では、使用料は、３９４万円増額の３億５,４５３万円を見込み、一般会計繰入金は、１,

６４４万円減額の４億３１４万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ３億６,８８５万円 ４億１,６２８万円 ▲４,７４３万円 ▲１１.４％ 

②  予算概要 

 農業集落排水事業は、平成２４年度で事業を完了している。平成２６年度から、維持管理費の

低減を図りながら安定的な生活環境と水質保全の維持を図るために、ストックマネジメント事業

（長寿命化事業）に取り組んでいる。 

歳出では、事業費として、山内西地区の機能強化実施設計業務と湯川地区の機能診断及び最適

整備構想策定業務など４,１８０万円減額の６２９万円を計上している。 

 歳入では、使用料は、３９万円減額の９,８２２万円を見込み、一般会計繰入金は、４６０万

円減額の２億６,４４９万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 ２億７,２３９万円 ２億４,３６４万円 ２,８７５万円 １１.８％ 

②  予算概要 

 公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、公共用水域の水質保全と住

（９）公共下水道事業特別会計 

（10）農業集落排水事業特別会計 

（11）浄化槽整備事業特別会計 
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みよい生活環境の整備に向け、庄原市が事業主体となる市町村設置型浄化槽の整備を進めている。 

 歳出では、市内全域で８０基を整備する事業費として、８８万円増額の１億１２万円を計上し

ている。 

 歳入では、分担金は、２,４００万円、使用料は、18８万円増額の６,８２０万円を見込み、一

般会計繰入金は、１,９１８万円増額の９,１３３万円を計上している。 

 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 １０万円 ３,４９６万円 ▲３,４８６万円 ▲９９.７％ 

② 予算概要. 

 平成３０年度で未分譲地（4,207.25㎡）を全て売却見込みである。 

歳出では、工業団地内の外灯移設工事を計上している。 

なお、工業団地造成事業特別会計は、分譲地を全て売却したため、残事業が終了する平成３１

年度を持って特別会計を廃止する予定としている。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 平成３１年度 平成３０年度 増減額 増減率 

予算額 １９９万円 １９９万円 ０万円 ０.０％ 

②  予算概要 

 住宅用地として７区画分を整備し、現在４区画が分譲済みである。残区画の内、１区画の分譲

を見込んでおり、財産売払収入のうち１８０万円を一般会計へ繰り出すこととしている。  
 

（12）工業団地造成事業特別会計 

（13）宅地造成事業特別会計 
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７．主な財政指標 
 

Ⅰ．経常収支比率                                     （単位：％） 

区  分 H２９〈決算〉 H３０（決算見込） H３１（当初見込） 

経常収支比率 ９７．９ ９８．２ ９７.６ 

 

 

Ⅱ．実質公債費比率（３年平均）                             （単位：％） 

区  分 H２９〈決算〉 H３０（決算見込） H３１（当初見込） 

実質公債費比率 １５.１ １４.５ １３.７ 

 

 

Ⅲ．市債残高の見込  

区  分 H２９〈決算〉 H３０（決算見込） H３１（当初見込） 

普通会計 ３８８億９,７４１万円 ４０１億７,４９７万円 ４１３億７,１２１万円 

特別会計 ８６億０,６６２万円 ８３億５,４５０万円 ８１億０,７３７万円 

企業会計 ４５億８,１４１万円 ４２億０,６２３万円 ４０億９,６１２万円 

合  計 ５２０億８,５４４万円 ５２７億３,５７０万円 ５３５億７,４７０万円 

対前年度 ▲２億２,４８９万円 ６億５,０２６万円 ８億３,９００万円 

※合計、対前年度は、千円単位で計算した数値です。 

 

Ⅳ．基金残高の見込  

区  分 H２９〈決算〉 H３０（決算見込） H３１（当初見込） 

財政調整基金 ４３億７，４７３万円 ２４億７，７１６万円 ２０億２，８２４万円 

減債基金 ２２５万円 ７３万円 ７３万円 

特定目的基金 ３５億９，２８０万円 ３１億９，５８７万円 ３１億２，８６９万円 

土地開発基金 ９，２３９万円 １億１，９５５万円 １億１,９５６万円 

合  計 ８０億６，２１７万円 ５７億９，３３１万円 ５２億７，７２２万円 
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